
平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 人
②
③ 回
① ％
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

評
価
結
果

効  率  性 Ａ
コスト効率

負担割合の適正化

Ａ 現行どおり管理運営を行うことが適
当

１ 高い ２ 普通

　

１ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

２次評価 不要

実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
３ 低い

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

評価項目 内　　容

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価

１ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない
Ａ

自治体関与の妥当性

１ 高い ２ 目標どおり
対象の妥当性
目的の妥当性

１ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

１ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
１ 高い ２ 普通

指定管理料金の四半期毎の支払。
（指定管理期間：H25.4.1～H30.3.31）
適正に処理されており、見直しの余地は無い。

47,469,000

１ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

Ｈ25評価

妥　当　性

３ 低い

３ 低い・未実施
有  効  性 Ａ

目標達成度
類似事業の有無
上位施策への貢献度

１次評価
（課長総括）

10.6%

1,680,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 43,064,000 40,006,735 47,514,000 44,248,665

人
件
費

1 1 1 1

③人件費（②×＠ 4,200

0.0% 1

②年間所要時間 400 400 400 400 0.0% 400

①事務事業に携わる正規職員数

円）（Ｂ） 1,680,000 1,680,000 1,680,000 1,680,000

45,789,000

45,834,000 42,568,665 11.1% 45,789,000
0 0 0⑤一般財源

0.0%

財
源
内
訳

①国庫支出金 0 0

収入合計 41,384,000 38,326,735

0
0

0
④その他（使用料、雑入等） 41,134,000 38,092,100 45,834,000 42,568,665 11.8%

0
②県支出金 250,000 234,635 0

45,789,000
⑤その他 1,421,000

0

③地方債 0 0 0 0

1,339,840
支出合計（Ａ） 41,384,000 38,326,735 45,834,000 42,568,665 11.1%

-57.5%571,000 569,665

0 -100.0%

41,999,000 18.0%

0-100.0%
574,000

45,215,000
0 0

25年度

③工事請負費 0
④負担金補助及び交付金 1,690,000

0 0

当初予算額
0 0 0

1,386,895 0 0

26年度
決算増減率

②委託料 38,273,000

予算現額 決算額 予算現額 決算額

35,600,000 45,263,000

100

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度

支
出
内
訳

①需用費 0 0

360 332

140.0% 90
成
果
指
標

サービス利用者数/登録者数 100 100 100 100 100.0%

障がい児等療育支援事業利用回数 60 60 60 84

３
指
標

指　標　名 単位 24年度
達成率 計画

活
動
指
標

通所支援利用延べ児童数 240 225
計画 実績 計画 実績

25年度 26年度

92.2% 350
（サービス種類ごとにカウント）

協働になじまない

3.民生費

８　総合的な子育て支援対策の推進 項政  策  名

２
事
業
概
要

事 業 概 要
福祉型児童発達支援センターとして、知的障がいや発達障がいのある幼児の通所支援を行う。
提供するサービスの種類は、児童発達支援、保育所等訪問支援、障がい児相談支援の３種類。

対　   　象 つくし学園利用児童　　つくし学園利用児童の保護者

総
合
計
画

目  標  名

基本事業名 23-１　保育園・幼稚園等の充実 市民協働の状況

手       段
（活動指標）

平成24年４月１日施行の改正児童福祉法により、児童発達支援のほか、児童発達支援センターの必須事業である保育所等訪問支援（保育所等へセンターの職員が訪問し、障がい
のある児童及び保育所等の職員へ支援する）、障がい児相談支援（日常生活の不安やサービスの利用に関することなど様々な相談を受け、情報提供したり、サービス利用計画を
作成する支援）を実施する。併せて、前年と同様に、障がい児等療育支援事業も実施する。

意       図
（成果指標）

子どもが成長していくために必要な発達基盤の確立を図るとともに、地域社会に参加できるよう環境への適応性を身に付ける。
療育相談を行うことにより、保護者の不安を払拭するとともに、地域社会に適応できるよう訓練する。

目 4.つくし学園費

予
算
科
目

会　   　計 一般会計

基本目標３　健やかで笑顔あふれるまち 款

当面継続

施  策  名 23　子育て環境づくりの推進

2.児童福祉費

係　   　名 福祉保護係

電 話 番 号 0765-23-1005

担
当
部
署

課       名 社会福祉課

終了年度

事  業  区　分 自治事務

施設管理

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 つくし学園管理運営事業

事  業  期　間 開始年度 昭和49年度

予 算 事 業 名 つくし学園運営費



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 人
②
③
① ％
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

施設管理

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 市立保育所保育運営事業 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 平成５年度前 終了年度

こども課

予 算 事 業 名 市立保育所運営費 係　   　名 保育係

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1079

８　総合的な子育て支援対策の推進 項 児童福祉費

施  策  名 23　子育て環境づくりの推進 目 保育所費

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 一般会計

目  標  名 基本目標３　健やかで笑顔あふれるまち 款 民生費

政  策  名

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度

基本事業名 23-１　保育園・幼稚園等の充実 市民協働の状況 協働している

２
事
業
概
要

事 業 概 要 ・児童福祉法24条に基づき、保育に欠ける乳幼児を保育する。

対　   　象 ・保護者の就労や病気のため、保育に欠ける乳幼児を対象にしている。

総
合
計
画

計画 実績 計画 実績 達成率 計画

手       段
（活動指標）

・保育園の運営は、児童福祉法24条に基づき、保育に欠ける乳幼児を保護者の依頼を受けて保育を行う。
・富山県児童福祉法に基づく児童福祉施設の設備及び運営に関する基準及び関係法令を遵守し、保育所保育指針に基づき保育を行う。

意       図
（成果指標）

・保護者が安心して就労し、子育ての両立をする事により児童福祉の充実を図る。
・乳幼児が安全で健康に育つ。

活
動
指
標

年間延べ保育園児数 6,000 5,877 6,000 5,418 90.3% 5,900

80.0充足率（実数÷定員） 80.0 79.6 80.0 73.4 91.8%

支
出
内
訳

①需用費 66,542,473 65,233,836 65,315,000 61,262,331 -6.1%

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度 25年度 26年度

予算現額 決算額 予算現額

成
果
指
標

63,731,000
②委託料 14,363,000 13,657,980 41,243,000 21,837,682 59.9% 18,397,000

決算額 決算増減率 当初予算額

24,000,000
④負担金補助及び交付金 10,172,000 8,932,627 10,874,000 9,884,497 10.7% 11,260,000
③工事請負費 9,000,000 8,812,650 1,400,000 1,381,800 -84.3%

77,435,000
支出合計（Ａ） 171,561,000 164,236,184 193,206,000 166,813,016 1.6% 194,823,000
⑤その他 71,483,527 67,599,091 74,374,000 72,446,706 7.2%

財
源
内
訳

①国庫支出金 0 0 0 0

③地方債 0 0 0

0
②県支出金 2,720,470 3,746,500 2,569,840 3,559,000 -5.0% 3,002,680

0 0
④その他（使用料、雑入等） 144,346,905 139,778,954 138,223,160 130,733,048 -6.5% 137,543,352

54,276,968
収入合計 171,561,000 164,236,184 193,206,000 166,813,016 1.6% 194,823,000
⑤一般財源 24,493,625 20,710,730 52,413,000 32,520,968 57.0%

-5.5% 61

②年間所要時間 135,700 135,700 123,550 123,550 -9.0% 11,339

①事務事業に携わる正規職員数 73 73 69 69

-6.6% 242,446,800

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

　保育園の運営は、児童福祉法24条に基づき、保育に欠ける乳幼児を保護者の依頼を受けて保育を行う。
　富山県児童福祉法に基づく児童福祉施設の設備及び運営に関する基準及び関係法令を遵守し、保育所保育指針に基づき保育を行
う。

569,940,000 518,910,000 518,910,000 -9.0% 47,623,800

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 741,501,000 734,176,184 712,116,000 685,723,016

人
件
費 ③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 569,940,000

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価 評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない
対象の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

有  効  性 Ａ
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり

妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

効  率  性 Ｂ
コスト効率 １ 高い ２ 普通

３ 低い・未実施
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

３ 低い
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

　少子化による園児数の減少に伴い、将来を見通した保育・教育
の全体計画を策定する。また、市立保育園については統合や民間
委託について検討していく必要があると思われる。

評
価
結
果

１次評価
（課長総括） Ａ 現行どおり管理運営を行うことが適

当
２次評価 不要 　



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 回
②
③
① ％
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

ソフト事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 市立保育所特別保育事業 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 平成５年度前 終了年度

こども課

予 算 事 業 名 市立保育所特別保育事業 係　   　名 保育係

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1079

８　総合的な子育て支援対策の推進 項 児童福祉費

施  策  名 23　子育て環境づくりの推進 目 保育所費

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 一般会計

目  標  名 基本目標３　健やかで笑顔あふれるまち 款 民生費

政  策  名

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度

基本事業名 23-１　保育園・幼稚園等の充実 市民協働の状況 協働している

２
事
業
概
要

事 業 概 要 ・保護者の就労形態多様化に伴う保育サービスを提供することにより、児童福祉の増進を図る。

対　   　象 　育児及び就労支援を要する保護者及び家庭

総
合
計
画

計画 実績 計画 実績 達成率 計画

手       段
（活動指標）

・地域交流活動、地域の子育て家庭への育児講座
・小規模園の園児の社会性向上のための交流保育事業を年５回実施した。

意       図
（成果指標）

・安心して働きやすい環境を作り、就労支援を行う。
・地域の育児支援を行う。

活
動
指
標

老人福祉施設等世代間交流 8 8 8 8 100.0% 7
地域の子育て家庭への育児講座 1 1 1 1 100.0% 1

55子育てしやすいと感じる人の割合（市民意識調査から） 52 31 53 32 59.8%

支
出
内
訳

①需用費 325,000 316,094 350,000 298,272 -5.6%

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度 25年度 26年度

予算現額 決算額 予算現額

成
果
指
標

365,000
②委託料 0 0 0 0 0

決算額 決算増減率 当初予算額

0
④負担金補助及び交付金 0 0 0 0 0
③工事請負費 0 0 0 0

298,000
支出合計（Ａ） 614,000 590,994 652,000 583,872 -1.2% 648,000
⑤その他 289,000 274,900 302,000 285,600 3.9%

財
源
内
訳

①国庫支出金 0 0 0 0

③地方債 0 0 0

0
②県支出金 0 0 0 0 0

0 0
④その他（使用料、雑入等） 0 0 0 0 0

648,000
収入合計 614,000 590,994 652,000 583,872 -1.2% 648,000
⑤一般財源 614,000 590,994 652,000 583,872 -1.2%

-6.1% 41

②年間所要時間 5,100 5,100 4,650 4,650 -8.8% 4,200

①事務事業に携わる正規職員数 49 49 46 46

-8.6% 18,288,000

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

　地域における、世代間交流や育児支援講座を開催することは、園児の健やかな発達の促進と子育て家庭の支援につながっている。

21,420,000 19,530,000 19,530,000 -8.8% 17,640,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 22,034,000 22,010,994 20,182,000 20,113,872

人
件
費 ③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 21,420,000

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価 評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない
対象の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

有  効  性 Ａ
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり

妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

効  率  性 Ｂ
コスト効率 １ 高い ２ 普通

３ 低い・未実施
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

３ 低い
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

　保護者や地域社会からの要望がますます多様化しており、今後
も必要な事業である。

評
価
結
果

１次評価
（課長総括） Ａ 計画どおり事業を実施することが適

当
２次評価 不要 　



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 人
② 円
③ 円
① 園
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

ソフト事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 私立保育所運営支援事業 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 昭和22年頃 終了年度

こども課

予 算 事 業 名 私立保育所運営支援事業 係　   　名 保育係

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1079

８　総合的な子育て支援対策の推進 項 児童福祉費

施  策  名 23　子育て環境づくりの推進 目 保育所費

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 一般会計

目  標  名 基本目標３　健やかで笑顔あふれるまち 款 民生費

政  策  名

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度

基本事業名 23-１　保育園・幼稚園等の充実 市民協働の状況 協働になじまない

２
事
業
概
要

事 業 概 要 　市内私立保育所８園の運営が、適正かつ円滑に行われるように支援する。

対　   　象 ・市内私立保育所８園 ・私立保育所入園児童

総
合
計
画

計画 実績 計画 実績 達成率 計画

手       段
（活動指標）

・入園手続き事務、保育料徴収事務   ・保育所運営費の支出
・各種補助金の交付

意       図
（成果指標）

・私立保育所の経営安定
・私立保育所入園児童の健全な育成

活
動
指
標

入所児童の延べ人数 10,638 10,528 10,425 11,383

各種補助金（市単補助） 15,697,000 15,896,770 16,000,000

109.2% 10,216
保育所運営費 717,473,000 749,047,320 757,100,000 763,382,790 100.8% 814,145,358

8
16,329,360 102.1% 36,429,000

継続して保育所運営を実施する私立保育所数 8 8 8 8 100.0%

支
出
内
訳

①需用費 68,000 56,826 77,000 27,510 -51.6%

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度 25年度 26年度

予算現額 決算額 予算現額

成
果
指
標

78,000
②委託料 754,207,000 749,286,679 779,269,000 777,320,113 3.7% 814,407,000

決算額 決算増減率 当初予算額

0
④負担金補助及び交付金 16,340,000 16,265,020 34,341,000 33,982,425 108.9% 36,816,000
③工事請負費 0 0 0 0

120,000
支出合計（Ａ） 770,731,000 765,703,115 813,799,000 811,427,524 6.0% 851,421,000
⑤その他 116,000 94,590 112,000 97,476 3.1%

財
源
内
訳

①国庫支出金 177,392,635 193,747,620 197,051,530 207,569,015

③地方債 0 0 0

7.1% 218,819,530
②県支出金 92,188,317 100,836,310 102,367,765 125,277,507 24.2% 113,547,765

0
④その他（使用料、雑入等） 252,214,770 265,054,050 266,024,671 259,600,840 -2.1% 275,396,900

243,656,805
収入合計 770,731,000 765,703,115 813,799,000 811,427,524 6.0% 851,421,000
⑤一般財源 248,935,278 206,065,135 248,355,034 218,980,162 6.3%

25.0% 4

②年間所要時間 1,250 1,250 1,400 1,400 12.0% 1,250

①事務事業に携わる正規職員数 4 4 5 5

6.0% 856,671,000

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

　入園手続き事務、保育料徴収事務
　保育所運営費の支出
　各種補助金の交付

5,250,000 5,880,000 5,880,000 12.0% 5,250,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 775,981,000 770,953,115 819,679,000 817,307,524

人
件
費 ③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 5,250,000

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価 評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない
対象の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

有  効  性 Ａ
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり

妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

効  率  性 Ａ
コスト効率 １ 高い ２ 普通

３ 低い・未実施
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

３ 低い
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

　市内在園児童数の約７割を占める私立保育園の運営指導・支援
を引き続き実施していく必要がある。

評
価
結
果

１次評価
（課長総括） Ａ 計画どおり事業を実施することが適

当
２次評価 不要 　



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 件
②
③
① ％
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

補助金

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 私立保育所施設整備補助事業 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 平成16年度以前 終了年度

こども課

予 算 事 業 名 私立保育所施設整備補助事業 係　   　名 保育係

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1079

８　総合的な子育て支援対策の推進 項 児童福祉費

施  策  名 23　子育て環境づくりの推進 目 保育所費

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 一般会計

目  標  名 基本目標３　健やかで笑顔あふれるまち 款 民生費

政  策  名

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度

基本事業名 23-１　保育園・幼稚園等の充実 市民協働の状況 協働になじまない

２
事
業
概
要

事 業 概 要
　保育行政の一端をになっている私立保育所の施設整備・修繕のために要する経費または社会福祉・医療事業団から
の借入金に係る利子に対して私立保育所に補助金を交付するもの。

対　   　象 　私立保育所

総
合
計
画

計画 実績 計画 実績 達成率 計画

手       段
（活動指標）

　私立保育施設の整備・修繕のために要する経費または社会福祉・医療事業団からの借入金に係る利子に対して私立
保育園に補助金を交付する。

意       図
（成果指標）

　多大な経費のかかる施設の整備・修繕等に対して補助することにより保育環境の変化への対応や危険性を取り除く
ことが容易となる。

活
動
指
標

私立保育所補助申請件数 2 2 4 4 100.0% 1

100補助申請に対する補助実績率 100 100 100 100 100.0%

支
出
内
訳

①需用費

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度 25年度 26年度

予算現額 決算額 予算現額

成
果
指
標

②委託料

決算額 決算増減率 当初予算額

④負担金補助及び交付金 160,000 159,719 18,745,000 13,924,080 8617.9% 51,000
③工事請負費

支出合計（Ａ） 160,000 159,719 18,745,000 13,924,080 8617.9% 51,000
⑤その他

財
源
内
訳

①国庫支出金

③地方債
②県支出金 80,000 79,859 12,487,000 9,273,540 11512.4% 25,000

④その他（使用料、雑入等）
26,000

収入合計 160,000 159,719 18,745,000 13,924,080 8617.9% 51,000
⑤一般財源 80,000 79,860 6,258,000 4,650,540 5723.4%

200.0% 1

②年間所要時間 50 50 150 150 200.0% 50

①事務事業に携わる正規職員数 1 1 3 3

3836.5% 261,000

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

　加積保育園の建設時の借り入れに対する利子補給を行ったほか、天神保育園・本江保育園・上口保育園の施設大規模修繕に対する
補助を行った。なお、上口保育園は、園からの補助金交付申請が遅れたこと及び請負業者の他の工事の受注状況等から工事完成の遅
延が想定されることから、繰越し事業となっている。

210,000 630,000 630,000 200.0% 210,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 370,000 369,719 19,375,000 14,554,080

人
件
費 ③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 210,000

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価 評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない
対象の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

有  効  性 Ａ
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり

妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

効  率  性 Ｂ
コスト効率 １ 高い ２ 普通

３ 低い・未実施
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

３ 低い
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

　良質な保育サービス提供を維持するために、今後とも私立保育
園の施設整備支援に努める必要がある。

評
価
結
果

１次評価
（課長総括） Ａ 現行どおり補助することが適当 ２次評価 不要 　



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 回
② 回
③
① ％
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

ソフト事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 子ども・子育て支援事業計画策定事業 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 平成25年度 終了年度

こども課

予 算 事 業 名 子ども・子育て支援事業計画策定事業 係　   　名 保育係

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1079

８　総合的な子育て支援対策の推進 項 児童福祉費

施  策  名 23　子育て環境づくりの推進 目 児童福祉総務費

平成26年度 予
算
科
目

会　   　計 一般会計

目  標  名 基本目標３　健やかで笑顔あふれるまち 款 民生費

政  策  名

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度

基本事業名 23-１　保育園・幼稚園等の充実 市民協働の状況 【選択してください】

２
事
業
概
要

事 業 概 要
　子ども・子育て支援法第61条に基づき、国の定める基本指針に即して、五年を一期とする教育・保育及び地域子ど
も・子育て支援事業の提供体制の確保その他この法律に基づく業務の円滑な実施に関する計画である「魚津市子ど
も・子育て支援事業計画」を定めるもの。

対　   　象 　子ども及びその家庭、子育て支援事業者

総
合
計
画

計画 実績 計画 実績 達成率 計画

手       段
（活動指標）

　魚津市子ども・子育て会議及び魚津市少子化対策推進庁内会議を開催し、協議・検討を行いながら、子ども・子育
て推進事業計画を策定する。

意       図
（成果指標）

　子どもが健やかに育ち、子育て家庭が安心して子育てしやすい環境を整える。

活
動
指
標

魚津市子ども・子育て会議開催回数 0 0 3 2 66.7% 3
魚津市少子化対策推進庁内会議 0 0 3 1 33.3% 3

100計画策定進捗率 0 0 30 30 100.0%

支
出
内
訳

①需用費 3,000 2,250

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度 25年度 26年度

予算現額 決算額 予算現額

成
果
指
標

29,000
②委託料 2,000,000 1,995,000 2,982,000

決算額 決算増減率 当初予算額

④負担金補助及び交付金
③工事請負費

165,000
支出合計（Ａ） 0 0 2,058,000 2,040,250 3,176,000
⑤その他 55,000 43,000

財
源
内
訳

①国庫支出金

③地方債
②県支出金

④その他（使用料、雑入等）
3,176,000

収入合計 0 0 2,058,000 2,040,250 3,176,000
⑤一般財源 2,058,000 2,040,250

2

②年間所要時間 600 600 600

①事務事業に携わる正規職員数 2 2

5,696,000

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

　平成26年度に策定する「魚津市子ども・子育て支援事業計画」の基礎資料として、保育ニーズや魚津市の子育て支援サービスの利
用状況や利用意向、子育て世帯の生活実態、要望・意見などを把握するため、市民意向調査（アンケートによるニーズ調査）として
実施。

0 2,520,000 2,520,000 2,520,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 0 0 4,578,000 4,560,250

人
件
費 ③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 0

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価 評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない
対象の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

有  効  性 Ａ
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり

妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

効  率  性 Ｂ
コスト効率 １ 高い ２ 普通

３ 低い・未実施
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

３ 低い
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

　法令で義務付けられた事業計画であり、子ども・子育て支援新
制度実施にあたり、事業の必要性はきわめて高い。

評
価
結
果

１次評価
（課長総括） Ａ 計画どおり事業を実施することが適

当
２次評価 不要 　



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 箇所
② 人
③
① 人
② ％
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

施設管理

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 幼稚園維持管理事業 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 昭和38年 終了年度

こども課

予 算 事 業 名 幼稚園維持管理費 係　   　名 保育係

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1079

８　総合的な子育て支援対策の推進 項 幼稚園費

施  策  名 23　子育て環境づくりの推進 目 幼稚園費

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 一般会計

目  標  名 基本目標３　健やかで笑顔あふれるまち 款 教育費

政  策  名

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度

基本事業名 23-１　保育園・幼稚園等の充実 市民協働の状況 協働になじまない

２
事
業
概
要

事 業 概 要
　市内公立幼稚園の維持管理。
　遠足、運動会等各種行事、健康診断等の実施。

対　   　象 　幼稚園舎、幼稚園児

総
合
計
画

計画 実績 計画 実績 達成率 計画

手       段
（活動指標）

　教材等購入。幼稚園舎修繕。幼稚園児尿・蟯虫検査。

意       図
（成果指標）

　園児、保護者が安全に安心して健やかな幼稚園生活をおくることができる。

活
動
指
標

幼稚園舎修繕箇所 10 10 10 7

 

70.0% 5
尿・蟯虫検査受診者数 130 124 109 107 98.2% 42

0
園児受診率（検診受診者/全検診対象園児数） 100 98 100 100 100.0% 100

円舎の不備による園児の負傷者数 0 0 0 0

支
出
内
訳

①需用費 2,379,285 2,069,324 2,162,000 1,709,789 -17.4%

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度 25年度 26年度

予算現額 決算額 予算現額

成
果
指
標

1,363,000
②委託料 427,000 426,069 5,924,000 1,929,963 353.0% 245,000

決算額 決算増減率 当初予算額

15,000,000
④負担金補助及び交付金 463,000 459,960 594,000 552,382 20.1% 267,000
③工事請負費 3,000,000 2,845,500 0 0 -100.0%

2,657,000
支出合計（Ａ） 9,945,000 9,350,123 12,966,000 8,165,634 -12.7% 19,532,000
⑤その他 3,675,715 3,549,270 4,286,000 3,973,500 12.0%

財
源
内
訳

①国庫支出金 166,000 85,000 151,000 177,000

③地方債 0 0 0

108.2% 151,000
②県支出金 79,000 0 73,000 0 69,000

0
④その他（使用料、雑入等） 6,781,000 6,587,000 5,287,000 5,473,437 -16.9% 4,021,000

15,291,000
収入合計 9,945,000 9,350,123 12,966,000 8,165,634 -12.7% 19,532,000
⑤一般財源 2,919,000 2,678,123 7,455,000 2,515,197 -6.1%

0.0%

②年間所要時間 15,800 15,800 13,900 13,900 -12.0%

①事務事業に携わる正規職員数 11 11 11 11

-12.1% 19,532,000

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

　市内公立幼稚園の維持管理。
　遠足、運動会等各種行事、健康診断等の実施。
　25年度大町幼稚園一園に統合。

66,360,000 58,380,000 58,380,000 -12.0% 0

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 76,305,000 75,710,123 71,346,000 66,545,634

人
件
費 ③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 66,360,000

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価 評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない
対象の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

有  効  性 Ｂ
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり

妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

効  率  性 Ｂ
コスト効率 １ 高い ２ 普通

３ 低い・未実施
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

３ 低い
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

　企業における仕事と子育ての両立支援の観点から平成27年度か
ら延長、継続が見込まれており、子育て支援対策として今後も必
要な事業であると思われる。

評
価
結
果

１次評価
（課長総括） Ｂ 管理運営の進め方・内容について改

善の余地あり
２次評価 不要 　



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 人
② 回
③
① ％
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

ソフト事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 幼稚園交流活動事業 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 平成10年度 終了年度

こども課

予 算 事 業 名 幼稚園交流活動事業 係　   　名 保育係

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1079

８　総合的な子育て支援対策の推進 項 幼稚園費

施  策  名 23　子育て環境づくりの推進 目 幼稚園費

当面維持 予
算
科
目

会　   　計 一般会計

目  標  名 基本目標３　健やかで笑顔あふれるまち 款 教育費

政  策  名

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度

基本事業名 23-１　保育園・幼稚園等の充実 市民協働の状況 協働している

２
事
業
概
要

事 業 概 要 　公立幼稚園における地域交流活動と、総合交流事業の実施

対　   　象 　園児と保護者、地域住民

総
合
計
画

計画 実績 計画 実績 達成率 計画

手       段
（活動指標）

　育児サロン、高齢者ふれあい会、両園相互の交流活動事業

意       図
（成果指標）

　家庭・地域・総合園児と連携をとりながら心豊かでたくましく生きる力を持った子の育成を図る。
　保護者が、教育相談を受けることで、今後の子育ての参考にすることができる。

活
動
指
標

育児サロン参加者数 300 289 300 214 71.3% 180
相互交流事業実施回数 12 11 12 0.0% 0

54子育てしやすいと感じる人の割合（市民意識調査から） 52 31 53 32 59.8%

支
出
内
訳

①需用費 130,000 55,193 140,000 77,032 39.6%

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度 25年度 26年度

予算現額 決算額 予算現額

成
果
指
標

70,000
②委託料 0 0 0 0 0

決算額 決算増減率 当初予算額

0
④負担金補助及び交付金 0 0 0 0 0
③工事請負費 0 0 0 0

140,000
支出合計（Ａ） 430,000 247,063 418,000 288,142 16.6% 210,000
⑤その他 300,000 191,870 278,000 211,110 10.0%

財
源
内
訳

①国庫支出金 0 0 0 0

③地方債 0 0 0

0
②県支出金 0 0 0 0 0

0 0
④その他（使用料、雑入等） 0 0 0 0 0

210,000
収入合計 430,000 247,063 418,000 288,142 16.6% 210,000
⑤一般財源 430,000 247,063 418,000 288,142 16.6%

12.5% 4

②年間所要時間 900 900 900 900 0.0% 500

①事務事業に携わる正規職員数 8 8 9 9

1.0% 2,310,000

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

　
　交流や育児サロンを通し、世代間の交流、異年齢交流が行われた。

3,780,000 3,780,000 3,780,000 0.0% 2,100,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 4,210,000 4,027,063 4,198,000 4,068,142

人
件
費 ③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 3,780,000

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価 評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない
対象の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

有  効  性 Ｂ
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり

妥　当　性 Ｂ
自治体関与の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

効  率  性 Ｂ
コスト効率 １ 高い ２ 普通

３ 低い・未実施
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

３ 低い
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

　地域からの要望や、在宅で子育てする保護者の支援事業、幼稚
園教育の前段階として必要な事業である。

評
価
結
果

１次評価
（課長総括） Ｂ 事業の進め方・内容について改善の

余地あり
２次評価 不要 　



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 円
②
③
① ％
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

補助金

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 私立幼稚園教育振興補助金 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 平成２年度 終了年度

こども課

予 算 事 業 名 私立幼稚園教育振興補助事業 係　   　名 保育係

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1079

８　総合的な子育て支援対策の推進 項 幼稚園費

施  策  名 23　子育て環境づくりの推進 目 幼稚園費

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 一般会計

目  標  名 基本目標３　健やかで笑顔あふれるまち 款 教育費

政  策  名

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度

基本事業名 23-１　保育園・幼稚園等の充実 市民協働の状況 協働になじまない

２
事
業
概
要

事 業 概 要 　私立幼稚園の教育振興を図るため、教育設備等備品等の購入、教材及び教育施設整備等の修繕の費用を補助する。

対　   　象 　市内の私立の幼稚園

総
合
計
画

計画 実績 計画 実績 達成率 計画

手       段
（活動指標）

　市内の私立の幼稚園１園に対して、予算の範囲内（40万円）で補助金を交付。

意       図
（成果指標）

　私立幼稚園に備品等の施設整備費を補助することにより、市内の幼児の均一な教育環境を保持する。

活
動
指
標

１園に対する補助金額 400,000 400,000 400,000 400,000 100.0% 400,000

54.0子育てしやすいと感じる人の割合
（市民意識調査から） 52.0 30.9 53.0 31.7 59.8%

支
出
内
訳

①需用費 0 0 0 0

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度 25年度 26年度

予算現額 決算額 予算現額

成
果
指
標

0
②委託料 0 0 0 0 0

決算額 決算増減率 当初予算額

0
④負担金補助及び交付金 400,000 400,000 400,000 400,000 0.0% 400,000
③工事請負費 0 0 0 0

0
支出合計（Ａ） 400,000 400,000 400,000 400,000 0.0% 400,000
⑤その他 0 0 0 0

財
源
内
訳

①国庫支出金 0 0 0 0

③地方債 0 0 0

0
②県支出金 0 0 0 0 0

0 0
④その他（使用料、雑入等） 0 0 0 0 0

400,000
収入合計 400,000 400,000 400,000 400,000 0.0% 400,000
⑤一般財源 400,000 400,000 400,000 400,000 0.0%

0.0% 1

②年間所要時間 100 100 100 100 0.0% 100

①事務事業に携わる正規職員数 1 1 1 1

0.0% 820,000

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

　市内の私立の幼稚園１園に対して、予算の範囲内（40万円）で補助金を交付した。

420,000 420,000 420,000 0.0% 420,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 820,000 820,000 820,000 820,000

人
件
費 ③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 420,000

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価 評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない
対象の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

有  効  性 Ｂ
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり

妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

効  率  性 Ａ
コスト効率 １ 高い ２ 普通

３ 低い・未実施
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

３ 低い
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

　平成28年度末で閉園する予定であるが、市内唯一の私立幼稚園
であり、保護者の選択肢を確保するためにも支援が必要である。

評
価
結
果

１次評価
（課長総括） Ａ 現行どおり補助することが適当 ２次評価 不要 　



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 人
②
③
① ％
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

補助金

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 私立幼稚園保育料軽減事業 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 平成12年度 終了年度

こども課

予 算 事 業 名 私立幼稚園保育料軽減事業 係　   　名 保育係

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1079

８　総合的な子育て支援対策の推進 項 幼稚園費

施  策  名 23　子育て環境づくりの推進 目 幼稚園費

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 一般会計

目  標  名 基本目標３　健やかで笑顔あふれるまち 款 教育費

政  策  名

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度

基本事業名 23-１　保育園・幼稚園等の充実 市民協働の状況 協働になじまない

２
事
業
概
要

事 業 概 要
　多子家庭の保育料の負担軽減を図るため、市内の私立幼稚園が対象園児の保育料を軽減する事業に対し、補助金を
交付する。

対　   　象 　市内の私立幼稚園

総
合
計
画

計画 実績 計画 実績 達成率 計画

手       段
（活動指標）

　市内の私立幼稚園に在籍する幼児の保護者の世帯における第３子以降の子であり、補助年度の前年度３月31日において満５歳
未満の子を対象とする。満４歳未満の幼児に対しては、保育料年額の２分の１、満５歳未満の幼児に対しては、保育料年額の３
分の１を幼稚園に補助する。

意       図
（成果指標）

　多子家庭の保護者の経済的負担を軽減されること。

活
動
指
標

第３子以降の園児をもつ保護者（補助人数） 2 0 2 0 0.0% 0

54.0子育てしやすいと感じる人の割合（市民意識調査から） 52.0 30.9 53.0 31.7 59.8%

支
出
内
訳

①需用費 0 0 0 0

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度 25年度 26年度

予算現額 決算額 予算現額

成
果
指
標

0
②委託料 0 0 0 0 0

決算額 決算増減率 当初予算額

0
④負担金補助及び交付金 202,000 0 202,000 0 202,000
③工事請負費 0 0 0 0

0
支出合計（Ａ） 202,000 0 202,000 0 202,000
⑤その他 0 0 0 0

財
源
内
訳

①国庫支出金 0 0 0 0

③地方債 0 0 0

0
②県支出金 73,000 0 73,000 0 69,900

0 0
④その他（使用料、雑入等） 0 0 0 0 0

132,100
収入合計 202,000 0 202,000 0 202,000
⑤一般財源 129,000 0 129,000 0

0.0% 1

②年間所要時間 50 50 50 50 0.0% 50

①事務事業に携わる正規職員数 1 1 1 1

0.0% 412,000

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

　市内の私立幼稚園に在籍する幼児の保護者の世帯における第３子以降の子であり、補助年度の前年度３月31日において満５歳未満
の子を対象とする。満４歳未満の幼児に対しては、保育料年額の２分の１、満５歳未満の幼児に対しては、保育料年額の３分の１を
幼稚園に補助する。

210,000 210,000 210,000 0.0% 210,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 412,000 210,000 412,000 210,000

人
件
費 ③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 210,000

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価 評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない
対象の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

有  効  性 Ｂ
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり

妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

効  率  性 Ａ
コスト効率 １ 高い ２ 普通

３ 低い・未実施
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

３ 低い
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

　統合後の一幼稚園の特色ある運営が期待される。

評
価
結
果

１次評価
（課長総括） Ａ 現行どおり補助することが適当 ２次評価 不要 　



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 人
②
③

① ％

②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

補助金

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 私立幼稚園就園奨励費交付事業 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 平成12年度 終了年度

こども課

予 算 事 業 名 私立幼稚園就園奨励費交付事業 係　   　名 保育係

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1079

８　総合的な子育て支援対策の推進 項 幼稚園費

施  策  名 23　子育て環境づくりの推進 目 幼稚園費

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 一般会計

目  標  名 基本目標３　健やかで笑顔あふれるまち 款 教育費

政  策  名

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度

基本事業名 23-１　保育園・幼稚園等の充実 市民協働の状況 協働になじまない

２
事
業
概
要

事 業 概 要
　幼稚園就園奨励事業は、市町村が事業主体となって、所得状況に応じた保護者の経済的負担の軽減と、公・私立幼
稚園間の保護者負担の格差を是正を目的に、幼稚園の入園料及び保育料を軽減する。

対　   　象 　私立幼稚園に園児を通園させる保護者

総
合
計
画

計画 実績 計画 実績 達成率 計画

手       段
（活動指標）

　市内在住で私立幼稚園に在籍する園児の保護者の世帯の市民税所得割額が149,800円以下の世帯に対し、50,000円
～80,000円の奨励費（扶助費）を交付。

意       図
（成果指標）

　所得状況に応じて、就園奨励費を交付し、公・私立幼稚園間の保護者負担の格差是正を行う。

活
動
指
標

交付した保護者数 12 7 12 13 108.3% 12

54.0子育てしやすいと感じる人の割合（市民意識調査から） 52.0 30.9 53.0 31.7 59.8%

支
出
内
訳

①需用費 0 0 0 0

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度 25年度 26年度

予算現額 決算額 予算現額

成
果
指
標

0
②委託料 0 0 0 0 0

決算額 決算増減率 当初予算額

0
④負担金補助及び交付金 0 0 0 0 0
③工事請負費 0 0 0 0

700,000
支出合計（Ａ） 700,000 360,000 724,000 724,000 101.1% 700,000
⑤その他 700,000 360,000 724,000 724,000 101.1%

財
源
内
訳

①国庫支出金 166,040 85,000 151,667 177,000

③地方債 0 0 0

108.2% 151,667
②県支出金 0 0 0 0 0

0 0
④その他（使用料、雑入等） 0 0 0 0 0

548,333
収入合計 700,000 360,000 724,000 724,000 101.1% 700,000
⑤一般財源 533,960 275,000 572,333 547,000 98.9%

0.0% 1

②年間所要時間 100 100 100 100 0.0% 100

①事務事業に携わる正規職員数 1 1 1 1

46.7% 1,120,000

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

　市内在住で私立幼稚園に在籍する園児の保護者の世帯の市民税所得割額が149,800円以下の世帯に対し、50,000円～80,000円の奨
励費（扶助費）を交付した。（国の補助制度の変更により、市の交付基準も変更して交付した。）

420,000 420,000 420,000 0.0% 420,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 1,120,000 780,000 1,144,000 1,144,000

人
件
費 ③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 420,000

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価 評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない
対象の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

有  効  性 Ｂ
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり

妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

効  率  性 Ａ
コスト効率 １ 高い ２ 普通

３ 低い・未実施
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

３ 低い
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

　法令等による義務付けがあり、子育て世代の相対的貧困化傾向
もあり、保護者の負担軽減のため必要な事業であると思われる。

評
価
結
果

１次評価
（課長総括） Ａ 現行どおり補助することが適当 ２次評価 不要 　


